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産学官連携拠点の形成支援（案）
～構想と平成２１年度予算案の内容～
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政策文書における位置付け

第２章 成長力の強化

【具体的手段】

（５）科学技術による地域活性化

「科学技術による地域活性化戦略」等を踏まえ、産学官連携による多様な地域科学技

術拠点群及びグローバル科学技術拠点の形成支援等を行う。

「経済財政改革の基本方針２００８」 （平成２０年６月２７日 閣議決定）

第３章 科学技術による地域活性化
３．地域科学技術施策の目指すビジョン～地域拠点のエコシステムの形成～

科学技術による地域活性化を図るためには、科学技術の発展と絶えざるイノベーションの
創出が、国のさまざまな地域において、自立的、持続的に進展することが必要である。そ
のためには、地域に存在するさまざまな科学技術拠点が、それぞれの特徴や強みを活か
して成長を遂げ、わが国に、多様性のある地域科学技術拠点群が形成されることが、そし
て、その様な多様性の中から、世界に伍して、わが国の成長センターとなり得るような、い
わばグローバル型の科学技術拠点が育ち、発展することが、それぞれ必要である。そして、
これらのさまざまな拠点が、互いに競い合い、協調することによって、強靱でダイナミックな
「地域拠点のエコシステム」が形成されることを目指すべきである。

「科学技術による地域活性化戦略」（平成２０年５月１９日 総合科学技術会議）
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次の２種類の産学官連携拠点を選定し、それらに関係府省、自治体等の各
種の施策を有機的に組み合わせて総合的・集中的に実施することにより、人
材育成・基礎研究から商業化・事業化までの活動を、産学官が有機的に連携
して推進し、持続的・発展的にイノベーションを創出するイノベーション・
エコ・システムの構築を図る。

（１）「地域中核産学官連携拠点」（２０～３０カ所程度）

地域の特長や強みを活かし、地域産業の競争力強化や新産業創出による産業構
造改革などを目差して産学官連携活動が行われる拠点。

（２）「グローバル産学官連携拠点」（１０カ所程度）

世界トップクラスの質と規模の研究者、研究インフラの集積等、国際的に優れた研
究開発ポテンシャルを有し、地域の特長や強みを活かしつつ、多様な分野や融合領
域において産学官連携活動が行われる拠点。
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１．基本的な考え方



国が講じる様々な地域科学技術施策又は産学官連携施策の対象であり、
産学官連携の取組みが行われる「場」、又は、ネットワークを形成する複
数の組織の集合体。知的クラスターや産業クラスターなどのクラスター施
策が対象とするいわゆる「クラスター」を含むが、それに限らず、参加す
る関係者の規模や数、地理的広がり等の面で多様な形態を含む。

例えば、

・産学協働の場となる大学、研究機関、企業、支援機関、管理機関等（そ
れぞれ複数可）の集合体（近接しているとは限らない）

・それぞれの関係機関の連携体制が構築されている一定の区域

等
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２．拠点の単位
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３．拠点が備えるべき機能（例示）

（１）産学協働の場の中核となる大学等（複数可）
（２）当該大学等における効果的な学内産学連携体制の存在（学外との効果的な産学連携窓

口・体制の存在、教員の産学連携活動への参加を積極的に評価する仕組みの存在、知
的財産の管理・支援組織等）

（３）地方公共団体による具体的かつ効果的な産学連携に関する取組み、及び産学連携の推
進を中核とする地域振興計画等の存在

（４）産学連携協議会の存在等、産業界による組織的な産学連携活動への取組みの存在
（５）産学連携による優れた研究開発活動の存在
（６）大学以外の研究機関・活動の集積（企業による研究開発拠点の存在等）
（７）産学連携による研究開発活動を支援するインフラの存在（共同研究施設、ビジネスイ

ンキュベータ施設等）
（８）産学連携の成果の実用化、事業化を促進する仕組み（産学官による実用化・事業化に

向けた組織的な活動の存在、新産業創出に向けたVC・金融機関との連携を含む資金面
での環境整備、大学発ベンチャーへの支援体制等）

（９）産学連携による研究者・技術者・起業家等の幅広い人材育成活動及び将来の理系人材
の裾野を広げる活動（理科離れ対策等）の存在

（10）広域的な産学連携の体制・活動等（海外や他地域との効果的な産学連携活動の実施）

※拠点の要件の詳細については、選定方法や後述の「拠点整備計画」に盛り込まれるべき事項と併
せて検討し明らかにする。



① 拠点毎に、「産学官連携体制」、既存施策・事業の活用を含む総合的
な「活動計画」や「目標」を明らかにした『拠点整備計画』を策定。

② 拠点を形成する産学官の代表者（例：経済団体の長等※、学長、首
長）の連名により国へ申請。

③ 文部科学省と経済産業省が共同で選定
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４．拠点の選定（詳細は検討中）

※次の手順を検討中。

「地域中核産学官連携拠点」 ･･･当初10ヵ所程度、その後10～20ヵ所程度選定

「グローバル産学官連携拠点」･･･当初5ヵ所程度、その後5ヵ所程度選定

※複数の企業等の長の連名もしくは、その代表となる企業等の長を含む。



① 文部科学省及び経済産業省で実施している関連施策・事業を優先的又
は追加的に実施（具体的には後述）。

② 既に実施中の施策でカヴァーされず、ボトルネックや弱点となってい
る課題に取り組むための支援を拠点毎に柔軟に実施。

③ 選定から３年程度経過した時点で、拠点毎の評価を行い重点的な支援
継続の可否を判断する。
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５．拠点に対する支援等



６．当面のスケジュール

平成２１年１月 拠点の形成支援実施の発表
（提案準備に必要な情報の提供）

平成２０年度内 説明会の開催

評価基準等の検討、策定等

平成２１年前半 第１回拠点の公募、選定

※その他
・拠点毎に必要に応じて関係府省との連携を図る。
・総合科学技術会議と協力し、他府省との連携等について調整する。
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【開催趣旨】

「経済財政改革の基本方針２００８」等に基づき、産学官連携拠点の形成支援等を実
施するため、文部科学省及び経済産業省が合同で検討会を設置し、具体的な施策の進
め方について検討を行う。

【メンバー】

文部科学省 科学技術・学術政策局 次長 中原 徹
科学技術・学術戦略官（地域） 柳孝

（推進調整） 岡谷重雄
研究振興局 大臣官房審議官 倉持 隆雄

研究環境・産業連携課長 田口康
〃 技術移転推進室長 小谷和浩

経済産業省 経済産業政策局 大臣官房審議官 大塚 洋一郎
産業施設課長 野口正
地域技術課長 仁賀建夫

産業技術環境局 大臣官房審議官 西本 淳哉
大学連携推進課長 谷明人
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産学官連携拠点形成検討会
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選定された拠点の構成機関に対する支援策（文部科学省）

採択の際に、拠点整備計画等を考慮する。大学等や企業についてパートナーの
マッチング、FSを行い、優れた研究
課題を選定して研究開発スキームを
構築し、支援を実施。

研究成果最適展開支
援事業

拠点内の中核大学に対して、拠点形成活動のた
めの支援を実施する。

産学官連携の拠点として戦略的な活
動を行うため、大学等に対して体制
整備に係る活動費等の支援を実施。

産学官連携戦略展開
事業（戦略展開プロ
グラム）

地域中核産学官連携拠点に選定された地域につ
いて、本事業の採択の際に、拠点整備計画等を
考慮する。

地域のイニシアティブの下、地域の
特色を活かした研究開発に取組む大
学等を核とした、小さくても強みを
もつクラスター形成を図る事業。

都市エリア産学官連
携促進事業

<既に当該事業を実施している地域の場合>
グローバル産学官連携拠点に選定された地域

に対して、拠点形成活動のための追加的な支援
を実施する。
<当該事業を実施していない地域の場合>

グローバル産学官連携拠点に選定された地域
について、知的クラスター創成事業（グローバ
ル拠点育成型）の採択の際に、拠点整備計画等
について考慮する。

地域のイニシアティブの下、優れた
研究開発ポテンシャルを有する大学
等を核とした、世界レベルのクラス
ター形成を目指す事業。

知的クラスター創成
事業

選定拠点の構成機関に対する支援概要事業概要事業名

文

部

科

学

省

施

策
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選定された拠点の構成機関に対する支援策（経済産業省）

採択の際に、拠点整備計画等を考慮する。大学等の優れた先端技術シーズの民間企業と
の産学連携による実用化への支援を実施。

大学発事業創出実用
化研究開発事業

拠点の活動との整合性を考慮する。地域内の研究機関の連携による研究機器の相
互活用、産学共同研究開発に関するワンス
トップサービス支援を実施。

地域イノベーション
共同体形成事業

採択の際に、拠点整備計画等を考慮する。企業立地促進法の規定に基づき国の同意を受
けた「基本計画」の対象地域内において、当
該計画に位置づけられた企業立地等の円滑化
に資する共用施設の整備事業を支援する。

地域企業立地促進等
供用施設整備

拠点の活動との整合性を考慮する。地域の産学官のネットワークを形成し、各機
関が有するヒト、モノ、カネ等の経営資源を
結集することにより、地域発の新事業・新産
業が次々と創出されるような産業クラスター
の形成を図る。

産業クラスター計画
補助事業

採択の際に、拠点整備計画等を考慮する。企業と中心とした産学共同研究体に対し、事
業化に近い研究開発支援を実施。

地域イノベーション
創出研究開発事業

採択の際に、拠点整備計画等を考慮する。産学連携の中核を担い得るＴＬＯに対し、大
学や他のＴＬＯとの広域的・機能的連携を図
るための支援を実施。

創造的産学連携事業

選定拠点の構成機関に対する支援概要事業概要事業名

経

済

産

業

省

施

策



産学官連携拠点の形成支援 文部科学省 平成21年度予算案： 135億円（93億円）
経済産業省 平成21年度予算案： 129億円（125億円）

各種の施策を有機的に組み合わせて総合的・集中的に実施することにより、人材育成・基礎研究から商業化・事業化までの活動を産学

官が有機的に連携して推進し、持続的・発展的にイノベーションを創出するイノベーション・エコ・システムの構築を図る。

知的クラスター創成事業 【８９億円（７５億円）】
世界中からヒト・モノ・カネを惹きつける世界レベルのク

ラスター形成のため、共同研究費等の支援を実施。
・第Ⅱ期 ５～８億円×９地域（継続地域）
・グローバル拠点育成型 ３～５億円×３地域（新規）
・産学官連携拠点整備枠 ４千万円程度×５地域（新
規）

都市エリア産学官連携促進事業【12億円（18億円）】

（新規採択分）
小規模でも地域の特色を活かした強みをもつクラスター
形成のため、地元企業との共同研究や成果発表会等の
支援を実施。

一般型 1億円程度×6地域
発展型 2億円程度×3地域

知的クラスター創成事業 【８９億円（７５億円）】
世界中からヒト・モノ・カネを惹きつける世界レベルのク

ラスター形成のため、共同研究費等の支援を実施。
・第Ⅱ期 ５～８億円×９地域（継続地域）
・グローバル拠点育成型 ３～５億円×３地域（新規）
・産学官連携拠点整備枠 ４千万円程度×５地域（新
規）

都市エリア産学官連携促進事業【12億円（18億円）】

（新規採択分）
小規模でも地域の特色を活かした強みをもつクラスター
形成のため、地元企業との共同研究や成果発表会等の
支援を実施。

一般型 1億円程度×6地域
発展型 2億円程度×3地域

産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラムの一部）
【2億円（新規）】

拠点として戦略的な活動を行うため、大学等に対して、活
動費等の支援を実施。

地域中核産学官連携拠点 10拠点
グローバル産学官連携拠点 5拠点

産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラムの一部）
【2億円（新規）】

拠点として戦略的な活動を行うため、大学等に対して、活
動費等の支援を実施。

地域中核産学官連携拠点 10拠点
グローバル産学官連携拠点 5拠点

研究成果最適展開支援事業【32億円（新規）】

大学等や企業についてパートナーのマッチング、
FSを行い、優れた研究課題を選定して研究開発

スキームを構築し、支援を実施。
（既存の研究開発支援制度よりも柔軟な制度を
適用。）

研究成果最適展開支援事業【32億円（新規）】

大学等や企業についてパートナーのマッチング、
FSを行い、優れた研究課題を選定して研究開発

スキームを構築し、支援を実施。
（既存の研究開発支援制度よりも柔軟な制度を
適用。）

大学発事業創出実用化研究開発事業【21億円（17億円）】

イノベーション創出に資する大学等の先端技術の実用化開
発に対する助成支援を実施。

地域イノベーション創出研究開発事業【65億円（63億円）】

企業を中心とした産学共同研究体に対し、事業化に近い研
究開発支援を実施。

産業クラスター計画補助事業 【11億円（11億円）】

地域内の企業を中心とした産学官ネットワーク形成及び国
内外の既存クラスター間連携の促進を行い、産学共同研究
の促進、販路開拓支援等を実施。

6千万円×18プロジェクト

地域イノベーション共同体形成事業 【9億円（11億円）】

地域内の研究機関の連携による研究機器の相互活用、産学
共同研究開発に関するワンストップサービス支援を実施。

1.1億円×8地域

地域企業立地促進等共用施設整備事業【21億円（21億円）】

産業集積の活性化を図るため、独立行政法人等に対し、産学
官連携施設等を整備するための支援を実施。
事業規模 42億円

各種支援機関の支援メニューの活用
中小機構高度化事業（20年度貸付規模約200億円）等の活用

文部科学省の事業文部科学省の事業

経済産業省の事業

地方公共団体のクラスター形成活動を支援地方公共団体のクラスター形成活動を支援

大学等の体制整備を支援大学等の体制整備を支援

個別の研究開発を支援個別の研究開発を支援

企業間・拠点間ネットワーク形成を支援企業間・拠点間ネットワーク形成を支援

研究開発の連携を支援研究開発の連携を支援

産学連携施設の整備を支援産学連携施設の整備を支援

企業等

地方公
共団体

TL
O

他の拠点他の拠点

大学等

創造的産学連携事業【2億円（2
億円）】
産学連携の中核を担い得る
TLOに対し、大学や他のTLOと

の広域的・機能的連携を図るた
めの支援を実施。
0.2億円×10拠点

TLOを支援TLOを支援

産学官連携拠点
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知的クラスター創成事業（第知的クラスター創成事業（第ⅡⅡ期）期） 平成21年度予算案 7,530 百万円
（平成20年度予算額 7,530百万円）

平成１９年度開始地域：６地域
平成２０年度開始地域：３地域

事業概要

○メリハリの効いた予算配分
・知クラ（第Ⅰ期）終了評価等を踏まえ、世界レベルのクラスター

として発展可能な地域に対して重点的支援。
・研究開発分野やクラスターの進捗に応じて、地域ごとに柔軟に

予算配分。

○地域の自立化の促進
・地域の自立性をより一層高めるために、クラスター形成に向け
た取組に対して、国費の1/2以上の資金を地域が支出。
（マッチングファンド方式）

○関係府省間連携の強化
・より効果的に事業を進めるため、経済産業省をはじめとする、
関係府省の事業との連携強化。

○広域化・国際化の促進
・クラスターのポテンシャル・国際競争力を高める観点から、
他のクラスターや都市エリア産学官連携促進事業実施地域、
産業クラスター計画、海外のクラスターなどとの連携強化を
目的とした地域の取組を勧奨。

５～８億円×５年間 継続９地域
【平成１９年採択：６地域、平成２０年採択：３地域】

※平成２１年度は、新規採択はしない。
※３年目で中間評価を実施予定。

「知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、経済産業省をはじめと

する関係府省と連携して、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進。

目的・趣旨

札幌周辺を核とする道央地域

広域仙台地域

長野県全域

静岡県浜松地域

福岡・北九州・飯塚地域

関西広域地域

東海広域地域

京都およびけいはんな学研地域

富山・石川地域

実施地域
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我が国全体の活力創成のため、グローバルな展開

などよりチャレンジングな取組みを目指す地域を支

援し、世界レベルのクラスターの新たな芽を育成する

ことが必要

実 績

○ イノベーションの実現は成長の起爆剤であり、「科学技術による地域活性化戦略（平成２０年５月１９日 総合科学技術会
議） 」等に基づき、イノベーションを種から実へ育て上げる仕組みを強化し、地域イノベーションの強化を図っていくことが喫

緊の課題。
○ 強みを持つ地域をより強くするため、グローバルな展開を図るための技術的なコアを有する地域を支援し、我が国の成長

センターとなり得るグローバル拠点の形成を推進する。

目的・趣旨

我が国の成長センターとなり得るグローバル拠点を育成し、国際競争力の強化を図る

地域クラスター形成に向けたこれまでの取組 知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）

〈知的クラスター創成事業〉

○第Ⅰ期（H14から開始） 18地域採択

↓

○第Ⅱ期（H19から開始） 9地域採択

第Ⅱ期では、世界レベルのクラスター形成を強力に推

進するため、第Ⅰ期の実施地域を絞込み、集中的な投

資を実施

〈都市エリア産学官連携促進事業〉

○「発展型」（H17から開始） H20で9地域が終了

地域の強みを活かした産学官連携促進の取組を進め

てきた結果、産学官の交流・ネットワーク形成が進み、関

連企業の集積や、事業化・実用化など高い成果を生み

出している。

３～５億円×５年間（３年目で中間評価） 新規３地域採択
※共同研究経費、国際会議の開催経費 等

●地域の強みを活かし、国際競争に打ち勝つことのできる

コア技術を持つ地域に対し、グローバル拠点形成のため

の支援を重点的に実施。

●研究開発分野やクラスターの進捗度合いに応じて、地域

ごとに柔軟に予算配分。

●地域の自立性をより一層高めるため、クラスター形成に

向けた取組に対して、国費の1/2以上に相当する事業を

地域が実施。

知的クラスター創成事業（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ拠点育成型）知的クラスター創成事業（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ拠点育成型） 平成21年度予算案 1,200百万円 【新規】
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平成１９年度開始地域（５地域）
平成２０年度開始地域（４地域）

平成１８年度開始地域（５地域）

平成１８年度開始地域（４地域）
平成１９年度開始地域（５地域）
平成２０年度開始地域（７地域）

一般型

発展型：１６地域

：１４地域

都市エリア名右の数字は事業開始年度を表す

都市エリア産学官連携促進事業都市エリア産学官連携促進事業 平成21年度予算案 4,500 百万円
（平成20年度予算額 4,600百万円）

地域の個性発揮を重視し、大学等の「知恵」を活用して新技術シーズを生み出し、新規事業の創出、研究

開発型の地域産業の育成等を目指して産学官共同研究等を実施

目的・趣旨

各都市エリアの事業目標、産学官連

携実績等に応じて、「一般型」及び特に

優れた成果をあげ、かつ、今後の発展

が見込まれる「発展型」を推進

– 一般型（1億円程度×3年）
新規6地域、継続9地域

– 発展型（2億円程度×3・5年）

新規3地域、継続12地域

・個性発揮、地域特性を重視し、特定

領域への分野特化

・都道府県及び政令指定都市が指定

する中核機関が事業の実施主体

・地域の自立性を高めるために、クラス

ター形成に向けた取り組みに対して、

国費の1/2（一般型）・同額（発展型）

以上に相当する事業を地域が実施

埼玉・圏央エリア⑲
ライフサイエンス

横浜内陸部エリア⑲
製造技術

大阪中央エリア⑲
ナノテク・材料

郡山エリア⑱
ライフサイエンス

千葉・東葛エリア⑳
ライフサイエンス

神奈川東部臨海エリア⑱
環境、ナノテク・材料

東濃西部エリア⑳
製造技術

長岡エリア⑲
ナノテク・材料

富士山麓エリア⑲
ライフサイエンス

和歌山県北部エリア⑲
ナノテク・材料

秋田県央エリア⑲
ライフサイエンス

山梨くになかエリア⑱
環境・エネルギー

久留米エリア⑱
ライフサイエンス

小野田・下関エリア⑱
ナノテク・材料

米子・境港エリア⑱
ライフサイエンス

びわこ南部エリア⑲
ライフサイエンス

福井まんなかエリア⑱
ナノテク・材料

函館エリア⑱
ライフサイエンス

弘前エリア⑲
ライフサイエンス

米代川流域エリア⑱
環境

ふくい若狭エリア⑳
エネルギー、環境

むつ小川原・八戸エリア⑳
情報通信

みやざき臨海エリア⑳
ライフサイエンス

沖縄沿岸海域エリア⑳
ライフサイエンス

三重・伊勢湾岸エリア⑳
ナノテク・材料、エネルギー

関西文化学術研究都市
及びその周辺エリア⑳

ライフサイエンス、情報通信

広島圏域エリア⑳
ライフサイエンス、製造技術

高松エリア⑳
ライフサイエンス

長崎エリア⑳
ライフサイエンス

いわて県央・釜石エリア⑲
ナノテク・材料

事業概要
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研究成果最適展開支援事業

大学等の研究成果の社会還元を効率的・効果的に推進するための研究開発支援を行う。このため、従来のＪＳＴ企業化開発事業をより柔軟な形で
適用し、研究開発課題の内容に応じた最適なファンディングを可能とすることで、研究成果の効率的な企業化を図る。

平成21年度予算案 ：3,200百万円
【新規】

目 的

・産学官連携拠点の大学・企業等を中心として、大学等の有望な研究成果の事業化を目指した研究開発を競争的に推進するためのファンディングを
行う。

・大学と企業のマッチングの段階から、企業との共同研究開発、大学発ベンチャー創出に至るまで、課題ごとに最適なファンディング計画を設定しなが
ら、効果的・効率的に研究開発を進める。

概 要

・ＰＯと申請主体が相談し、開発規模、期間、資金タイプ等を考慮し
たファンディング計画を作成。
・ＰＯが研究開発の進捗状況を評価し、計画のアップグレードや見
直しを実施。

大学と企業の共同研究、企業への委託

有望な課題のスピンアウト・スピンオフ 企業による活用・事業化

＜産学連携研究開発推進型＞

大学等の
研究成果

・ベンチャーの起業に向けた研究開発や起業後の研究開発を支援。
・支援協議会による側面的支援を実施。
・ＰＯ等による中間評価を行い、継続・中止を適切に判断。

＜大学発ベンチャー創出・育成推進型＞
ベンチャー

移動可

ＪＳＴへの収入経路を確保

実施料、資金回収などの積極的適用

研
究
成
果
の
社
会
還
元マッチング・FSの実施

特許等を基にした産学の共同申請

課題Ｂ

課題A

課題Ｃ

開発費回収タイプ

収益還元タイプ

マッチングファンドタイプ

グラントタイプ

（例） ：設定目標の達成：中間評価

（開発中止）

（グラントタイプ、マッチングファンドタ
イプについては、短い年限を設定）

顕在化
ステージ

育成
ステージ

産学共同シーズ
イノベーション化事業

委託開発

革新的ベンチャー活用開発（一般）
独創

モデル化

大学発ベンチャー創出推進

独創的シーズ展開事業

革新的ベンチャー活用開発（創薬）

研究成果最適展開支援事業

JST企業化開発事業を整理、柔軟な形で産学官連携拠点に適用

・課題の選定

・適切な支援型の
指定

・最適なファンディ
ング計画の設計
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○厳しい国際競争を勝ち抜けるよう、独創的な研究成果からイノベーションを創出していくためには、大学等における知的財産の管理・活用及び産学官連携
が不可欠。

○共同研究や特許出願の増加など大学における産学官連携は着実に進展しているものの、特許の海外における権利化をはじめとする国際的な活動が少な
く、大学発ベンチャー創出を含む成果の事業化や特許実施料収入の実績が十分に上がっていないなど、多くの課題がある。

○質の高い知的財産の管理・活用のための産学官連携活動を自立的・主体的に実施するため、大学の体制強化を推進することが必要。

【戦略展開プログラム】

【コーディネートプログラム】

○研究開発マネジメントや新技術の事業化などに関する知識や実務経験を有し、企業ニーズと大学シーズのマッチングや産学官
共同プロジェクトの企画・調整など企業・地域社会と大学との橋渡し役を務める専門人材（産学官連携コーディネーター）を大学
等のニーズに応じて配置する。

イノベーション創出の原動力である大学等において、研究開発初期段階からの戦略的な知的財産の創造・保護・活用をはじめとする知的財産戦略等の持
続的な展開を推進し、我が国の産学官連携活動全体の質の向上を図る。

ピークを伸ばす

裾野の拡大

○大学等における戦略的な知的財産の創造・保護・活用を図る体制の整備を支援する（国際的な基本特許の権利取得や大学の
特色を活かした多様な知的財産活動体制の構築を重点的に支援するとともに、知的財産活動体制の基盤の強化を図る。）。

産学官連携の産学官連携の
戦略的な展開戦略的な展開

産学官連携の持続的な発展に向けた戦略的な展開を図る

戦略展開プログラム コーディネートプログラム

○国として政策的な観点から積極的に促進すべき大学の活動を支援する。

１）戦略的な知的財産の創造・保護・活用を図る体制整備
への支援

○国際的な産学官連携活動の推進 【重点支援】
・国際的な基本特許の権利取得など国際的な産学官連携活

動の強化

○特色ある優れた産学官連携活動の推進 【重点支援】
・地方公共団体等との連携による知的財産活動体制の構築
・国公私立大学間連携等による地域の知的財産活動の活性化
・ソフトウェアなど特定分野の課題に対応した知的財産活動体

制の整備
・大学等の知財人材の育成・確保 等

○知的財産活動基盤の強化
・小規模大学や地方大学、人文社会系における知的財産活

動の強化

産学官連携戦略展開事業
平成21年度予算案 ：2,967百万円
（平成20年度予算額 ：2,819百万円）

基
本
認
識

事
業
概
要

○個々の大学等の枠を越え、企業ニーズと大学シー
ズのマッチングや産学官共同プロジェクトの企画・
調整を行う。

○地域のニーズに応えるための大学の地域貢献活
動のための企画や大学内外の調整を行う（地域
の知の拠点再生担当）。

○制度を越えて研究費制度への応募を促進し、優れ
た成果を切れ目無く実用化につなぐ（目利き・制度
間つなぎ担当）。

○全国的コーディネーター・ネットワークの構築や成
功事例・失敗事例を水平展開する

文部科学省産学官連携コーディネーターの役割
２）政策的な観点から積極的に促進すべき活動への支援

○産学官連携拠点の形成支援
「地域中核産学官連携拠点」及び「グローバル産学官

連携拠点」について、拠点における持続的・発展的なイノ
ベーション・エコ・システムを構築するために必要な大学
の体制を整備する。

○バイオベンチャー創出環境の整備
医薬品・医療機器に特化した大学発ベンチャー創出支

援体制を整備する。

○特許ポートフォリオ形成モデルの構築
研究開発独法等と連携し、分野毎にポートフォリオを形

成しながら強い特許の創出を目指す。
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②地域イノベーション創出研究開発事業

地域における景気回復のばらつきを解消し、裾野の広い持続的な経済成長を可能とするため、企業と大学等との産学官の共同研究開発を促進す
ることによって地域発のイノベーションを次々と創出し、地域経済の活性化を図る。

○各研究機関が有する設備機器や人材等の相互活用や企業等への利用開放の促進、
○企業が抱える技術課題の相談や適切な研究機関への紹介等のワンストップサービスの提供、
○大学の潜在力を最大限に引き出すための、大学やTLOにおける産学連携体制の強化、
○産学官の共同研究の支援による新産業・新事業の創出、 等による地域科学技術拠点群及びグローバル科学技術拠点群の形成

ポイント

目 的

○地域イノベーション創出研究開発事業（65億円（63億円））

地域のリソースを最適に組み合わせた研究体による実用化技術の研究開

発を実施する。

新
事
業
・

新
産
業
の

創
出

新
事
業
・

新
産
業
の

創
出

①イノベーション創出基盤形成事業

研究機関の体制整備・
連携強化

研究機関の体制整備・
連携強化

企業の技術課題の解決、共
同研究の促進

企業の技術課題の解決、共
同研究の促進

産学官のリスクの高い共
同研究開発の支援

産学官のリスクの高い共
同研究開発の支援

商談会等の
マッチング機会の提供

インキュベーション
施設の整備

１：研究機関等の体制整備 ２：実用化・事業化に向けた研究開発 ３：事業化・販路開拓支援等 ４：地域経済の活性化

○地域イノベーション創出共同体形成事業（9億円（11億円））

研究機関の相互連携、企業への技術支援、評価手法の充実等。

○創造的産学連携体制整備事業（2億円（2億円））

TLO等への専門人材の配置等による産学連携体制の強化。

イノベーション創出基盤の整備
（試験設備機器・人材等の相互利用等の協働）

研究機関等による
強固な共同体の構築

TLOTLO

大学大学

NEDONEDO

公設試
公設試

関係機関関係機関

地域の企業等

○設備機器の利用開放

○技術相談等のワンストップサービス

○大学やＴＬＯにおける産学連携体制の強化

○産学官の共同研究

産総研産総研

事業概要

経
済
産
業
局

経
済
産
業
省

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
法
人

研究体

大
学
・
高
等
専
門
学
校
等

公
設
試
験
研
究
機
関

民
間
企
業

（
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）

研
究
協
力
者

再委託等

研究実施者
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地域イノベーション共同体形成事業【21年度予算案：9億円（11億円）】、創造的産学連携体制整備事業【21年度予算案：2億円（2億円）】、

地域イノベーション創出研究開発事業【21年度予算案：65億円（63億円）】 （）内は20年度額



産業クラスター計画（第産業クラスター計画（第ⅡⅡ期）１８プロジェクト期）１８プロジェクト

・ 産業クラスター計画は、各地域で産学官のネットワークを形成し、地域発の新事業・新産業の創出を目指す事業。具体的に
は、産学の共同研究の促進、ベンチャー起業支援、商社との連携による販路開拓支援等を行う。

・ 現在では、全国で有力なベンチャー・中小企業１０,７００社、連携する大学・高専約２９０、公設試９６、産業支援機関４０４、

金融関連機関２２７、商社９８が産業クラスターを形成。
・ 産業クラスター計画は、第Ⅰ期（Ｈ１３～１７〔立ち上げ時期〕）、第Ⅱ期（Ｈ１８～２２〔成長期〕）、第Ⅲ期（Ｈ２３～〔自立期〕）

で構成されており、現在は、第Ⅱ期において企業への具体的な支援、事業の自立化に向けた支援を行う。

◇次世代中核産業形成プロジェクト
（モノ作り、バイオ、ＩＴ）

◇循環・環境型社会形成プロジェクト

◇九州地域環境・リサイクル産業
交流プラザ

◇九州シリコン・クラスター計画
◇九州地域バイオクラスター計画

◇北海道地域産業クラスター計画
（ＩＴ、バイオ）

◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
（ＩT、健康、環境、加工交易）

◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
（モノ作り、医工連携、環境、ＩＴ）

◇四国テクノブリッジ計画
（モノ作り、健康・バイオ）

◇東海ものづくり創生プロジェクト
◇東海バイオものづくり創生プロジェクト

◇北陸ものづくり創生プロジェクト

◇関西バイオクラスタープロジェクト
◇関西フロントランナープロジェクト

（モノ作り、エネルギー）
◇環境ビジネスＫＡＮＳＡＩプロジェクト

◇地域産業活性化プロジェクト
（首都圏西部（ＴＡＭＡ）、中央自動車道沿線、

東葛川口つくば、三遠南信、首都圏北部、京浜）
◇首都圏バイオ・ゲノムベンチャーネットワーク

◇首都圏情報ベンチャーフォーラム
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【平成２１年度予算案：１１億円（１１億円）】
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•• 目的目的
企業立地促進法の規定に基づき国の同意を受けた「基本計画」の対象地域内

において、当該計画に位置づけられた企業立地の円滑化に資する共用施設等
の整備事業を支援。

•• 平成平成2121年度予算年度予算案案 １９．１億円 （１８．６億円（平成２０年度））
•• 補助対象事業補助対象事業

国の同意を受けた「基本計画」の対象地域内の企業立地促進及び産業集積
の活性化のために特に必要と認められる施設・設備等の整備事業であり、以下
の要件を満たす事業。
①補助対象事業は国の同意を受けた「基本計画」において位置づけられている

事業であること。
②本補助金により整備される施設・設備は共同利用を前提としていること。
③施設等の利用者の半数以上が中小企業者であること。 等
〔補助対象施設等〕
貸工場、貸事業場、人材育成施設、試作・検査機器及びこれらと一体的に整備

される設備等。
•• 補助対象者補助対象者

独立行政法人、第３セクター、民間事業者等
•• 補助率補助率 １／２以内

地域企業立地促進等共用施設整備費補助金



大学発事業創出実用化研究開発事業

【目的】大学等の優れた先端技術シーズを民間企業との産学連携により実用化・事業化
に効果的に結実させることを通じて、我が国技術水準の向上とともに、イノベー
ションの促進を図る。

【概要】○イノベーションの創出に資する先端技術の実用化開発に対する助成支援。
○採択審査の際に、成果が戦略的に経営で活用されること（知的資産経営）に
関する自己評価を実施させる仕組みを導入。

【対象】科学技術基本計画における重点4分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、

ナノテク・材料）等の技術課題で、事業終了後3年以内に事業化できるもの。

【補助額】1件：1,000万円以上～1億円程度／年（補助率2/3）
【事業期間】3年間以内

経済産業省 ＮＥＤＯ TLO、大学等 民間企業大学等
共同研究交付金 補 助(補助率2/3)

共同研究
民間企業 大学等

研究管理主体

研究管理主体

研究開発資金の提供

補 助(補助率2/3)

21年度予算案：21.0億円
(20年度予算額：17.5億円)
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